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令和 ７ 年 ３ 月 27 日（木曜日）　号外　第 20 号

　等の一部を改正する規則…………………………（建築住宅課）８
○宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する
　規則………………………………………………………（会計課）12
　　　告　　　示
○宮崎県船舶廃油処理規程を廃止する告示………（漁業管理課）13
　　　企業局企業管理規程
○企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業
　管理規程………………………………………………………………14

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する
　規則の一部を改正する規則……………………………（港湾課）１
○都市公園条例施行規則の一部を改正する規則…（都市計画課）８
○宮崎県営住宅の整備基準に関する条例施行規則

規　　　　　則

　港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第18号
　　　港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の一部を改正する規則
　港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則（昭和38年宮崎県規則第31号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第１（第10条関係） 別表第１（第10条関係）

品　　　　　　　　目

外航船舶  外航船舶以外
 の船舶

岸壁使
用料

物揚場
使用料

岸壁使
用料

物揚場
使用料

麦、米、とうもろこし、
豆類その他雑穀、野菜、
果物、綿花その他農産品
、羊毛その他畜産品及び
水産品

１トン
当たり
11円70
銭

１トン
当たり
10円53
銭

１トン
当たり
12円87
銭

１トン
当たり
11円58
銭

原木、製材、樹脂類、木
材チップその他林産品及
び薪炭

１トン
当たり
11円70
銭

１トン
当たり
10円53
銭

１トン
当たり
12円87
銭

１トン
当たり
11円58
銭

石炭、鉄鉱石、金属鉱、
石材（栗

くり

玉石を除く。）
、原油、りん鉱石、石灰
石、原塩及び非金属鉱物

１トン
当たり
11円70
銭

１トン
当たり
９円36
銭

１トン
当たり
12円87
銭

１トン
当たり
10円30
銭

砂、砂利及び栗
くり

玉石 １トン
当たり
５円84
銭

１トン
当たり
３円52
銭

１トン
当たり
６円42
銭

１トン
当たり
３円87
銭

測量、光学及び医療用機
械、電気機械、事務用機
器その他機械、鉄鋼、鋼
材、非鉄金属並びに金属

１トン
当たり
22円38
銭

１トン
当たり
17円54
銭

１トン
当たり
25円72
銭

１トン
当たり
19円29
銭

品　　　　　　　　目

外航船舶  外航船舶以外
 の船舶

岸壁使
用料

物揚場
使用料

岸壁使
用料

物揚場
使用料

麦、米、とうもろこし、
豆類その他雑穀、野菜、
果物、綿花その他農産品
、羊毛その他畜産品及び
水産品

１トン
当たり
11円32
銭

１トン
当たり
10円18
銭

１トン
当たり
12円45
銭

１トン
当たり
11円20
銭

原木、製材、樹脂類、木
材チップその他林産品及
び薪炭

１トン
当たり
11円32
銭

１トン
当たり
10円18
銭

１トン
当たり
12円45
銭

１トン
当たり
11円20
銭

石炭、鉄鉱石、金属鉱、
石材（栗

くり

玉石を除く。）
、原油、りん鉱石、石灰
石、原塩及び非金属鉱物

１トン
当たり
11円32
銭

１トン
当たり
９円５
銭

１トン
当たり
12円45
銭

１トン
当たり
９円96
銭

砂、砂利及び栗
くり

玉石 １トン
当たり
５円65
銭

１トン
当たり
３円40
銭

１トン
当たり
６円22
銭

１トン
当たり
３円74
銭

測量、光学及び医療用機
械、電気機械、事務用機
器その他機械、鉄鋼、鋼
材、非鉄金属並びに金属

１トン
当たり
22円61
銭

１トン
当たり
16円96
銭

１トン
当たり
24円87
銭

１トン
当たり
18円66
銭
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　　［略］
別表第１の２（第10条関係）

　　［略］
別表第１の２（第10条関係）

　　［略］
別表第２（第10条関係）

　　［略］
別表第２（第10条関係）

製品
鉄道車両、完成自動車そ
の他輸送用車両、二輪自
動車、自動車部品その他
輸送機械及び産業機械

１トン
当たり
58円49
銭

１トン
当たり
35円９
銭

１トン
当たり
64円34
銭

１トン
当たり
38円60
銭

フェリー貨物 １トン
当たり
58円49
銭

　［略
］

１トン
当たり
64円34
銭

　［略
］

重油、石油製品、液化天
然ガス、液化石油ガスそ
の他石油製品、染料、塗
料、合成樹脂その他化学
工業品、陶磁器、セメン
ト、ガラス類、窯業品、
コークス、石炭製品、化
学薬品及び化学肥料

１トン
当たり
23円38
銭

１トン
当たり
17円54
銭

１トン
当たり
25円72
銭

１トン
当たり
19円29
銭

紙、パルプ、糸、紡績半
製品その他繊維工業品及
び砂糖、製造食品、飲料
、水、たばこその他食料
工業品

１トン
当たり
17円54
銭

１トン
当たり
14円３
銭

１トン
当たり
19円29
銭

１トン
当たり
15円43
銭

がん具、衣服、身廻
まわり

品、
はきもの、文房具、運動
娯楽用品、楽器、家具装
備品その他日用品及びゴ
ム製品、木製品その他製
造工業品

１トン
当たり
58円49
銭

１トン
当たり
46円79
銭

１トン
当たり
64円34
銭

１トン
当たり
51円47
銭

金属くず、再利用資材、
動植物性製造飼肥料、廃
棄物、廃土砂、輸送用容
器、取合せ品その他品目

１トン
当たり
５円84
銭

１トン
当たり
３円52
銭

１トン
当たり
６円42
銭

１トン
当たり
３円87
銭

製品
鉄道車両、完成自動車そ
の他輸送用車両、二輪自
動車、自動車部品その他
輸送機械及び産業機械

１トン
当たり
56円57
銭

１トン
当たり
33円94
銭

１トン
当たり
62円23
銭

１トン
当たり
37円33
銭

フェリー貨物 １トン
当たり
56円57
銭

　［略
］

１トン
当たり
62円23
銭

　［略
］

重油、石油製品、液化天
然ガス、液化石油ガスそ
の他石油製品、染料、塗
料、合成樹脂その他化学
工業品、陶磁器、セメン
ト、ガラス類、窯業品、
コークス、石炭製品、化
学薬品及び化学肥料

１トン
当たり
22円61
銭

１トン
当たり
16円96
銭

１トン
当たり
24円87
銭

１トン
当たり
18円66
銭

紙、パルプ、糸、紡績半
製品その他繊維工業品及
び砂糖、製造食品、飲料
、水、たばこその他食料
工業品

１トン
当たり
16円96
銭

１トン
当たり
13円57
銭

１トン
当たり
18円66
銭

１トン
当たり
14円93
銭

がん具、衣服、身廻
まわり

品、
はきもの、文房具、運動
娯楽用品、楽器、家具装
備品その他日用品及びゴ
ム製品、木製品その他製
造工業品

１トン
当たり
56円57
銭

１トン
当たり
45円25
銭

１トン
当たり
62円23
銭

１トン
当たり
49円78
銭

金属くず、再利用資材、
動植物性製造飼肥料、廃
棄物、廃土砂、輸送用容
器、取合せ品その他品目

１トン
当たり
５円65
銭

１トン
当たり
３円40
銭

１トン
当たり
６円22
銭

１トン
当たり
３円74
銭

施　　 設　　 名 単　　　　位 金　　　額 備　　　考
プレジャーボート
係留用施設Ａ

　［略］ 6,200円 　［略］

プレジャーボート
係留用施設Ｂ

5,600円

プレジャーボート
係留用施設Ｃ

5,000円

プレジャーボート
係留用施設Ｄ

4,400円

プレジャーボート
係留用施設Ｅ

3,800円

プレジャーボート
係留用施設Ｆ

3,200円

プレジャーボート
係留用施設Ｇ

2,600円

施　　 設　　 名 単　　　　位 金　　　額 備　　　考
プレジャーボート
係留用施設Ａ

　［略］ 6,000円 　［略］

プレジャーボート
係留用施設Ｂ

5,400円

プレジャーボート
係留用施設Ｃ

4,800円

プレジャーボート
係留用施設Ｄ

4,200円

プレジャーボート
係留用施設Ｅ

3,600円

プレジャーボート
係留用施設Ｆ

3,000円

プレジャーボート
係留用施設Ｇ

2,400円

単
位

金額

回 外航船舶 外航船舶以外の船舶

単
位

金額

回 外航船舶 外航船舶以外の船舶
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別表第３（第10条関係）

　　［略］
別表第４（第10条関係）

　　［略］
別表第５（第10条関係）

　　［略］
様式第２号の２（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

別表第３（第10条関係）

　　［略］
別表第４（第10条関係）

　　［略］
別表第５（第10条関係）

　　［略］
様式第２号の２（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　［略］

　　［略］
様式第２号の４（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所

　　［略］

　　［略］
様式第２号の４（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所

航
１
回
に
つ
き

次の式により算出した額
　１リットル当た

× 441
　りの重油の時価

＋
１リットル当たり
　のオイルの時価
×2.25＋ 9,470円
×回航に要した時間
＋16,945円

左欄に定める額に 100分の
 110を乗じて得た額

航
１
回
に
つ
き

次の式により算出した額
　１リットル当た

× 441
　りの重油の時価

＋
１リットル当たり
　のオイルの時価
×2.25＋ 9,160円
×回航に要した時間
＋16,390円

次の式により算出した額
　　１リットル当た

×441
　　りの重油の時価
　
＋
１リットル当たり

　　のオイルの時価
　×2.25＋ 9,160円　
　×回航に要した時間
　＋16,390円　× 1.1

級地区分 １級地 ２級地
公共貯鉱場 １平方メートル

１日につき
５円66銭 ４円52銭

級地区分 １級地 ２級地
公共貯鉱場 １平方メートル

１日につき
５円47銭 ４円37銭

級地区分 １級
地

２級
地

３級
地

４級
地

荷さばき
地、野積
場及び駐
車場

１平方メ
ートル１
月につき

仮設工作物
を設置する
場合

72円
６銭

61円
13銭

45円
６銭

24円
44銭

その他の場
合

61円
13銭

48円
90銭

32円
81銭

12円
23銭

級地区分 １級
地

２級
地

３級
地

４級
地

荷さばき
地、野積
場及び駐
車場

１平方メ
ートル１
月につき

仮設工作物
を設置する
場合

69円
70銭

59円
11銭

43円
57銭

23円
64銭

その他の場
合

59円
11銭

47円
29銭

31円
74銭

11円
83銭

級地区分 １級
地

２級
地

３級
地

４級
地

その他
の工作
物を設
置する
用地

１平方
メート
ル１月
につき

使用期間が１月
以上の場合

65円
51銭

55円
57銭

40円
96銭

22円
22銭

使用期間が１月
未満の場合

72円
６銭

61円
13銭

45円
６銭

24円
44銭

その他
の用地

１平方
メート
ル１月
につき

使用期間が１月
以上の場合

55円
57銭

44円
45銭

29円
83銭

11円
12銭

使用期間が１月
未満の場合

61円
13銭

48円
90銭

32円
81銭

12円
23銭

級地区分 １級
地

２級
地

３級
地

４級
地

その他
の工作
物を設
置する
用地

１平方
メート
ル１月
につき

使用期間が１月
以上の場合

63円
36銭

53円
74銭

39円
61銭

21円
49銭

使用期間が１月
未満の場合

69円
70銭

59円
11銭

43円
57銭

23円
64銭

その他
の用地

１平方
メート
ル１月
につき

使用期間が１月
以上の場合

53円
74銭

42円
99銭

28円
85銭

10円
75銭

使用期間が１月
未満の場合

59円
11銭

47円
29銭

31円
74銭

11円
83銭

　［略］

船舶所有者の住所等

住所（所在地）
氏
ふりがな

名

生年月日
電話番号
　［略］

　［略］

船舶所有者の住所等

住所（所在地）
氏
ふりがな

名
性別
生年月日
電話番号
　［略］
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　　　　　　　　　　　　　　　氏
ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、性別、生年月日、住所、電話番号等を記載した
　　　　　共同所有者名簿を作成し、添付すること。
　　　　（４）　［略］
　　［略］
様式第２号の５（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、性別、生年月日、住所、電話番号等を記載した
　　　　　共同所有者名簿を作成し、添付すること。
　　［略］
様式第３号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第７号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］

　　　　　　　　　　　　　　　氏
ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、生年月日、住所、電話番号等を記載した共同所
　　　　　有者名簿を作成し、添付すること。
　　　　（４）　［略］
　　［略］
様式第２号の５（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、生年月日、住所、電話番号等を記載した共同所
　　　　　有者名簿を作成し、添付すること。
　　［略］
様式第３号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第７号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］

様式第７号の２（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第８号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

様式第７号の２（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第８号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
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　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、性別、生年月日、住所、電話番号等を記載した
　　　　　共同所有者名簿を作成し、添付すること。
　　　　（４）　［略］
　　［略］
様式第８号の２（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、性別、生年月日、住所、電話番号等を記載した
　　　　　共同所有者名簿を作成し、添付すること。
　　［略］
様式第９号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、性別、生年月日、住所、電話番号等を記載した
　　　　　共同所有者名簿を作成し、添付すること。
　　［略］
様式第11号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、生年月日、住所、電話番号等を記載した共同所
　　　　　有者名簿を作成し、添付すること。
　　　　（４）　［略］
　　［略］
様式第８号の２（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、生年月日、住所、電話番号等を記載した共同所
　　　　　有者名簿を作成し、添付すること。
　　［略］
様式第９号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
　　 ［略］
　（注）　（１）・（２）　［略］
　　　　（３）　共同所有者がある場合は、共同所有者の氏名（ふり
　　　　　がな）、生年月日、住所、電話番号等を記載した共同所
　　　　　有者名簿を作成し、添付すること。
　　［略］
様式第11号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　氏
ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第13号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　氏
ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第13号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
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　　［略］
様式第14号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第16号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第18号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　届出人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第20号（第９条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　届出人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名
　　　　　　　　　　　　　　　性　　別
　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　（相続人又は承継法人の代表者）
　　［略］

　　［略］
様式第14号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第16号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　申請人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第18号（第８条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　届出人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　［略］
様式第20号（第９条関係）
　　［略］
　　　　　　　　　　　届出人　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏

ふ り が な

名

　　　　　　　　　　　　　　　生年月日
　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　（相続人又は承継法人の代表者）
　　［略］

　別記様式第21号を次のように改める。
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　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和７年５月１日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）　
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の規定に定める様式による
　用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　都市公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第19号
　　　都市公園条例施行規則の一部を改正する規則
　都市公園条例施行規則（昭和61年宮崎県規則第13号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（広告物を掲出できる公園施設）
第５条　条例第３条第１項第４号の規則で定める公園施設は、宮崎
　県総合運動公園に設けられる公園施設のうち次に掲げる公園施設
　とする。
　（１）～（８）　［略］
　（９）　水泳場
　（10）～（16）　［略］
　（広告物掲出の基準）
第６条　［略］
２　前条各号に掲げる公園施設において広告物を掲出することがで
　きる場所は、次の表の左欄に掲げる公園施設の区分に応じ、それ
　ぞれ同表の右欄に掲げる場所に限るものとする。ただし、良好な
　景観の形成若しくは風致の維持又は公衆に対する危害の防止を考
　慮して、知事が支障ないと認める場合にあっては、この限りでな
　い。

３　［略］

　（広告物を掲出できる公園施設）
第５条　条例第３条第１項第４号の規則で定める公園施設は、宮崎
　県総合運動公園に設けられる公園施設のうち次に掲げる公園施設
　とする。
　（１）～（８）　［略］

　（９）～（15）　［略］
　（広告物掲出の基準）
第６条　［略］
２　前条各号に掲げる公園施設において広告物を掲出することがで
　きる場所は、次の表の左欄に掲げる公園施設の区分に応じ、それ
　ぞれ同表の右欄に掲げる場所に限るものとする。ただし、良好な
　景観の形成若しくは風致の維持又は公衆に対する危害の防止を考
　慮して、知事が支障ないと認める場合にあっては、この限りでな
　い。

３　［略］

公園施設 広告物を掲出することができる場所
　［略］
２　陸上競技場、硬式
　野球場及び第二硬式
　野球場

　［略］

　［略］

公園施設 広告物を掲出することができる場所
　［略］
２　陸上競技場、水泳
　場、硬式野球場及び
　第二硬式野球場

　［略］

　［略］

　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県営住宅の整備基準に関する条例施行規則等の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第20号
　　　宮崎県営住宅の整備基準に関する条例施行規則等の一部を改正する規則
　（宮崎県営住宅の整備基準に関する条例施行規則の一部改正）
第１条　宮崎県営住宅の整備基準に関する条例施行規則（平成24年宮崎県規則第55号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（住宅の基準）
第２条　条例第12条第２項（条例第22条において準用する場合を含
　む。）の規則で定める措置は、住宅が建築物のエネルギー消費性
　能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第35条第１項第
　１号の規定に基づく建築物エネルギー消費性能誘導基準（ただし

　（住宅の基準）
第２条　条例第12条第２項（条例第22条において準用する場合を含
　む。）の規則で定める措置は、住宅が建築物のエネルギー消費性
　能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第30条第１項第
　１号の規定に基づく建築物エネルギー消費性能誘導基準（ただし
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　、住宅の借上げの場合は同法第２条第１項第３号の規定に基づく
　建築物エネルギー消費性能基準、これらにより難い場合は住宅の
　品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第３条の
　２第１項の規定に基づく評価方法基準（平成13年国土交通省告示
　第1347号。以下「評価方法基準」という。）第５の５の５－１（
　３）の等級４の基準）を満たす措置とする。また、気候風土や高
　層等により合理的な再生可能エネルギーの活用が困難でやむを得
　ない場合等を除き、太陽光発電設備の設置（住宅の敷地内に設置
　した太陽光発電設備の活用も含む。）を行うこととする。
２～４　［略］

　、住宅の借上げの場合は同法第２条第１項第３号の規定に基づく
　建築物エネルギー消費性能基準、これらにより難い場合は住宅の
　品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）第３条の
　２第１項の規定に基づく評価方法基準（平成13年国土交通省告示
　第1347号。以下「評価方法基準」という。）第５の５の５－１（
　３）の等級４の基準）を満たす措置とする。また、気候風土や高
　層等により合理的な再生可能エネルギーの活用が困難でやむを得
　ない場合等を除き、太陽光発電設備の設置（住宅の敷地内に設置
　した太陽光発電設備の活用も含む。）を行うこととする。
２～４　［略］

　（宮崎県低炭素建築物新築等計画の認定の事務に関する規則の一部改正）
第２条　宮崎県低炭素建築物新築等計画の認定の事務に関する規則（平成24年宮崎県規則第57号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の一部改正）
第３条　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則（平成28年宮崎県規則第34号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（定義）
第２条　［略］
２　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
　に定めるところによる。
　（１）　登録建築物エネルギー消費性能判定機関　建築物のエネル
　　ギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第
　　15条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関
　　をいう。
　（２）～（４）　［略］

　（定義）
第２条　［略］
２　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
　に定めるところによる。
　（１）　登録建築物エネルギー消費性能判定機関　建築物のエネル
　　ギー消費性能の向上等に関する法律（平成27年法律第53号）第
　　14条第１項に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関
　　をいう。
　（２）～（４）　［略］

改正前 改正後
　（定義）
第２条　［略］
２　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
　に定めるところによる。
　（１）　登録建築物エネルギー消費性能判定機関　法第15条第１項
　　に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関をいう。
　（２）　［略］
　（３）　技術的審査　建築物エネルギー消費性能向上計画が法第35
　　条第１項第１号（法第36条第２項において準用する場合を含む
　　。）に掲げる基準又は建築物が法第41条第１項に規定する建築
　　物エネルギー消費性能基準（次号において「基準」という。）
　　に適合するかどうかを確認するために、登録建築物エネルギー
　　消費性能判定機関又は登録住宅性能評価機関が行う審査をいう
　　。
　（４）　［略］
　（知事が定める図書）
第３条　省令第12条第１項の知事が必要と認める図書は、次に掲げ
　るものとする。
　（１）　建築物エネルギー消費性能基準の適用に当たって使用した
　　計算書の根拠を示す資料
　（２）　その他知事が必要と認める図書
２　省令第12条第４項の知事が不要と認める図書は、次に掲げるも
　のとする。
　（１）　前項第２号に掲げる図書として技術的審査適合証を提出す
　　る場合にあっては、省令第13条の２第３項の表に掲げる図書以
　　外の図書
　（２）　その他知事が不要と認める図書

　（定義）
第２条　［略］
２　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
　に定めるところによる。
　（１）　登録建築物エネルギー消費性能判定機関　法第14条第１項
　　に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関をいう。
　（２）　［略］
　（３）　技術的審査　建築物エネルギー消費性能向上計画が法第30
　　条第１項第１号（法第31条第２項において準用する場合を含む
　　。）に掲げる基準（次号において「基準」という。）に適合す
　　るかどうかを確認するために、登録建築物エネルギー消費性能
　　判定機関又は登録住宅性能評価機関が行う審査をいう。

　（４）　［略］
　（知事が定める図書）
第３条　省令第20条第１項及び第23条第２項第１号の知事が必要と
　認める図書は、次に掲げるものとする。
　（１）　技術的審査を受けた場合にあっては、技術的審査適合証
　（２）　その他知事が必要と認める図書
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３　省令第23条第１項及び第24条の３第２項第１号の知事が必要と
　認める図書は、次に掲げるものとする。
　（１）　技術的審査を受けた場合にあっては、技術的審査適合証
　（２）　その他知事が必要と認める図書
４　省令第30条第１項の知事が必要と認める図書は、次に掲げるも
　のとする。
　（１）　技術的審査を受けた場合にあっては、技術的審査適合証
　（２）　法第12条第１項若しくは第２項又は法第13条第２項若しく
　　は第３項に規定する建築物エネルギー消費性能適合性判定を受
　　けた場合にあっては、適合判定通知書の写し及び建築基準法（
　　昭和25年法律第 201号）第７条第５項、第７条の２第５項又は
　　第18条第18項の検査済証の写し
　（３）　法第35条第１項の認定を受けた場合にあっては、省令第25
　　条第２項の通知書の写し及び建築基準法第７条第５項、第７条
　　の２第５項又は第18条第18項の検査済証の写し
　（４）　都市の低炭素化の促進に関する法律（平成24年法律第84号
　　）第54条第１項の認定を受けた場合にあっては、都市の低炭素
　　化の促進に関する法律施行規則（平成24年国土交通省令第86号
　　）第43条第２項の通知書の写し及び建築基準法第７条第５項、
　　第７条の２第５項又は第18条第18項の検査済証の写し
　（５）　その他知事が必要と認める図書
　（認定しない旨の通知）
第４条　知事は、法第35条第１項（法第36条第２項において準用す
　る場合を含む。）又は法第41条第２項の認定をしないときは、そ
　の旨を、認定しない旨の通知書（別記様式第１号）により当該認
　定を申請した者に通知するものとする。
　（建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微な変更）
第４条の２　建築基準法第７条第５項又は第18条第18項の検査済証
　の交付を受けようとする建築主は、省令第３条（省令第７条第２
　項において読み替えて準用する場合を含む。）の軽微な変更をし
　ようとするときは、建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な
　変更説明書（別記様式第１号の２）に変更部分を記載した図書を
　添えて知事に提出しなければならない。ただし、当該変更に関し
　て省令第11条の軽微な変更に該当していることを証する書面の交
　付を受けたときは、この限りでない。
２　建築主は、省令第11条の知事による軽微な変更に該当している
　ことを証する書面の交付を受けようとするときは、建築物エネル
　ギー消費性能確保計画の軽微変更該当証明書交付申請書（別記様
　式第１号の３）に、次に掲げる図書を添えて知事に提出しなけれ
　ばならない。
　（１）　省令第１条第１項の表に規定する図書
　（２）　［略］

　（認定しない旨の通知）
第４条　知事は、法第30条第１項（法第31条第２項において準用す
　る場合を含む。）の認定をしないときは、その旨を、認定しない
　旨の通知書（別記様式第１号）により当該認定を申請した者に通
　知するものとする。
　（建築物エネルギー消費性能確保計画に係る軽微な変更）
第４条の２　建築基準法（昭和25年法律第 201号）第７条第５項又
　は第18条第22項の検査済証の交付を受けようとする建築主は、省
　令第５条（省令第９条第２項において読み替えて準用する場合を
　含む。）の軽微な変更をしようとするときは、建築物エネルギー
　消費性能確保計画の軽微な変更説明書（別記様式第１号の２）に
　変更部分を記載した図書を添えて知事に提出しなければならない
　。ただし、当該変更に関して省令第13条の軽微な変更に該当して
　いることを証する書面の交付を受けたときは、この限りでない。
２　建築主は、省令第13条の知事による軽微な変更に該当している
　ことを証する書面の交付を受けようとするときは、建築物エネル
　ギー消費性能確保計画の軽微変更該当証明書交付申請書（別記様
　式第１号の３）に、次に掲げる図書を添えて知事に提出しなけれ
　ばならない。
　（１）　省令第３条第１項の表に規定する図書
　（２）　［略］

３　省令第11条の規定による証明は、建築物エネルギー消費性能確
　保計画の軽微変更該当証明書（別記様式第１号の４）により行う
　ものとする。
　（認定に係る軽微な変更）
第５条　認定建築主は、省令第26条の軽微な変更をしようとすると
　きは、認定建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な変更届出
　書（別記様式第２号）に変更部分を記載した図書を添えて知事に
　届け出なければならない。ただし、当該変更に関して省令第29条
　の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を受けた後
　又は第７条の規定による報告をした後においては、この限りでな
　い。
２　認定建築主は、省令第29条の軽微な変更に該当していることを

３　省令第13条の規定による証明は、建築物エネルギー消費性能確
　保計画の軽微変更該当証明書（別記様式第１号の４）により行う
　ものとする。
　（認定に係る軽微な変更）
第５条　認定建築主は、省令第25条の軽微な変更をしようとすると
　きは、認定建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な変更届出
　書（別記様式第２号）に変更部分を記載した図書を添えて知事に
　届け出なければならない。ただし、当該変更に関して省令第28条
　の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付を受けた後
　又は第７条の規定による報告をした後においては、この限りでな
　い。
２　認定建築主は、省令第28条の軽微な変更に該当していることを
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　証する書面の交付を受けようとするときは、認定建築物エネルギ
　ー消費性能向上計画の軽微変更該当証明書交付申請書（別記様式
　第２号の２）を知事に提出しなければならない。
３　省令第29条の規定による証明は、認定建築物エネルギー消費性
　能向上計画の軽微変更該当証明書（別記様式第２号の３）により
　行うものとする。
　（状況の報告）
第６条　建築主等は、法第17条第１項又は法第21条第１項の規定に
　より報告を求められたときは、建築物エネルギー消費性能基準適
　合状況報告書（別記様式第２号の４）に報告内容を説明するため
　の図書を添えて知事に報告しなければならない。
２　認定建築主又は法第41条第２項の認定を受けた者は、法第37条
　又は法第43条第１項の規定により報告を求められたときは、認定
　建築物エネルギー消費性能向上計画（認定エネルギー消費性能基
　準適合建築物）状況報告書（別記様式第３号）に報告内容を説明
　するための図書を添えて知事に報告しなければならない。
　（是正に関する命令書）
第７条の２　法第14条第１項の規定による命令は、是正に関する命
　令書（別記様式第４号の２）により行うものとする。
　（措置に関する命令書）
第７条の３　法第16条第２項及び法第19条第３項の規定による命令
　は、措置に関する命令書（別記様式第４号の３）により行うもの
　とする。
　（改善に関する命令書）
第８条　法第38条の規定による命令は、改善に関する命令書（別記
　様式第５号）により行うものとする。
　（認定取消通知書）
第10条　法第39条又は法第42条の規定による取消しは、建築物エネ
　ルギー消費性能向上計画（建築物エネルギー消費性能基準適合）
　認定取消通知書（別記様式第７号）により行うものとする。
　（建築物エネルギー消費性能確保計画の取下げ）
第10条の２　法第12条第３項の通知書の交付を受ける前に建築物エ
　ネルギー消費性能確保計画を取り下げようとする者は、建築物エ
　ネルギー消費性能確保計画取下げ届（別記様式第７号の２）を知
　事に提出しなければならない。
　（申請の取下げ）
第11条　法第35条第１項（法第36条第２項において準用する場合を
　含む。）の規定による認定を受ける前に当該申請を取り下げよう
　とする者は、認定申請取下げ届（別記様式第８号）を知事に提出
　しなければならない。

　証する書面の交付を受けようとするときは、認定建築物エネルギ
　ー消費性能向上計画の軽微変更該当証明書交付申請書（別記様式
　第２号の２）を知事に提出しなければならない。
３　省令第28条の規定による証明は、認定建築物エネルギー消費性
　能向上計画の軽微変更該当証明書（別記様式第２号の３）により
　行うものとする。
　（状況の報告）
第６条　建築主等は、法第15条第１項の規定により報告を求められ
　たときは、建築物エネルギー消費性能基準適合状況報告書（別記
　様式第２号の４）に報告内容を説明するための図書を添えて知事
　に報告しなければならない。
２　認定建築主は、法第32条の規定により報告を求められたときは
　、認定建築物エネルギー消費性能向上計画状況報告書（別記様式
　第３号）に報告内容を説明するための図書を添えて知事に報告し
　なければならない。

　（是正に関する命令書）
第７条の２　法第13条第１項の規定による命令は、是正に関する命
　令書（別記様式第４号の２）により行うものとする。

　（改善に関する命令書）
第８条　法第33条の規定による命令は、改善に関する命令書（別記
　様式第５号）により行うものとする。
　（認定取消通知書）
第10条　法第34条の規定による取消しは、建築物エネルギー消費性
　能向上計画認定取消通知書（別記様式第７号）により行うものと
　する。
　（建築物エネルギー消費性能確保計画の取下げ）
第10条の２　法第11条第３項の通知書の交付を受ける前に建築物エ
　ネルギー消費性能確保計画を取り下げようとする者は、建築物エ
　ネルギー消費性能確保計画取下げ届（別記様式第７号の２）を知
　事に提出しなければならない。
　（申請の取下げ）
第11条　法第30条第１項（法第31条第２項において準用する場合を
　含む。）の規定による認定を受ける前に当該申請を取り下げよう
　とする者は、認定申請取下げ届（別記様式第８号）を知事に提出
　しなければならない。

　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　第35条第１項
　別記様式第１号中　　第36条第２項において準用する同法第35条第１項　　を、
　　　　　　　　　　　第41条第２項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　第30条第１項　　　　　　　　　　　　　　　　　　

に改める。
　　第31条第２項において準用する同法第30条第１項　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第１号の２中「第３条」を「第５条」に、「第７条第２項」を「第９条第２項」に改める。
　別記様式第１号の３中「第11条」を「第13条」に、「第３条」を「第５条」に、「第７条第２項」を「第９条第２項」に改め、「第５面
」を「第４面」に改める。
　別記様式第１号の４中「（非住宅部分に係る部分に限る。）」を削り、「第３条」を「第５条」に、「第７条第２項」を「第９条第２項
」に改める。
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　別記様式第２号中「第26条」を「第25条」に改める。
　別記様式第２号の２中「第29条」を「第28条」に、「第26条」を「第25条」に改め、「第６面」を「第５面」に、「別記様式第33」を「
別記様式第27」に改める。
　別記様式第２号の３中「第26条」を「第25条」に改める。
　　　　　　　　　　　「
　　　　　　　　　　　　　第17条第１項
　
別記様式第２号の４中

　　第21条第１項　　
を「第15条第１項」に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　建築物エネルギー消費性能確保計画
　　建築物のエネルギー消費性能の確保のための構造及び整備に関する計画　　

を「建築物エネルギー消費性能確保計画」に改める。
　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
　
別記様式第３号中「（認定エネルギー消費性能基準適合建築物）」を削り、

　　第37条　　　　　
を「第32条」に、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第43条第１項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　認定建築物エネルギー消費性能向上計画　　

を「認定建築物エネルギー消費性能向上計画」に改める。
　　認定エネルギー消費性能基準適合建築物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　別記様式第４号の２中「又は建築物の部分のうち非住宅部分」を削り、「第14条第１項」を「第13条第１項」に改める。
　別記様式第４号の３を削る。
　別記様式第５号中「第38条」を「第33条」に改める。
　別記様式第７号中「（建築物エネルギー消費性能基準適合）」を削り、
「
　　認定建築物エネルギー消費性能向上計画　　

を「認定建築物エネルギー消費性能向上計画」に、
　　認定エネルギー消費性能基準適合建築物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
「
　　第39条　　

を「第34条」に改める。
　　第42条
　　　　　　」
　　　附　則
　（施行期日）　
１　この規則は、令和７年４月１日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の建築物エネルギー消費性能の向上等に関する法律施行細則の規定に定める様式
　による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和７年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第21号
　　　宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を改正する規則
第１条　宮崎県収入証紙条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第11号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（適用範囲）
第３条　［略］
２　条例第２条ただし書の規定により知事が別に定める場合は、情
　報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律
　第 151号）第６条第１項又は宮崎県行政手続等における情報通信
　の技術の利用に関する条例（平成16年宮崎県条例第47号）第３条
　第１項の規定により電子情報処理組織を使用して申請を行い、か

　（適用範囲）
第３条　［略］
２　条例第２条ただし書の規定により知事が別に定める場合は、情
　報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律
　第 151号）第６条第１項又は宮崎県行政手続等における情報通信
　の技術の利用に関する条例（平成16年宮崎県条例第47号）第３条
　第１項の規定により電子情報処理組織を使用して申請等を行い、
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　つ、指定納付受託者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第 231
　条の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）にクレジ
　ットカードの番号及び有効期限その他当該クレジットカードを使
　用する方法による決済に関し必要な事項を通知した場合とする。
別表第１（第３条関係）
　１　［略］
　２　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に
　　基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（606）　［略］
　　（607）　建築物エネルギー消費性能基準適合認定申請手数料
　　（608）　［略］
　３　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第
　　23号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（４）　［略］

　　（５）～（13）　［略］
　４　警察関係使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第
　　40号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（113）　［略］
　　（114）　自動車保管場所標章交付手数料
　　（115）　自動車保管場所標章再交付手数料
　５～７　［略］

　かつ、指定納付受託者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第 2
　31条の２の３第１項に規定する指定納付受託者をいう。）に納付
　を委託する場合であって、当該申請等を行うことにより得られた
　納付情報により納付するときとする。
別表第１（第３条関係）
　１　［略］
　２　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に
　　基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（606）　［略］

　　（607）　［略］
　３　教育関係使用料及び手数料徴収条例（平成13年宮崎県条例第
　　23号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（４）　［略］
　　（５）　プール使用料（50ｍプール若しくは25ｍプール（個人が
　　　使用する場合に限る。）又はトレーニング室、屋内クライミ
　　　ングウォール若しくは駐車場に係る使用料を除く。）
　　（６）　陸上競技場使用料（個人がトレーニングルームを使用す
　　　る場合を除く。）
　　（７）　投てき練習場使用料
　　（８）～（16）　［略］
　４　警察関係使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第
　　40号）に基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（113）　［略］

　５～７　［略］
第２条　宮崎県収入証紙条例施行規則の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　　　附　則
　この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和７年５月１日から施行する。

　宮崎県船舶廃油処理規程を廃止する告示をここに公表する。
　　令和７年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県告示第 185号
　　　宮崎県船舶廃油処理規程を廃止する告示
　宮崎県船舶廃油処理規程（昭和50年宮崎県告示第1165号の３）は、廃止する。

改正前 改正後
別表第１（第３条関係）
　１　［略］
　２　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に
　　基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（515）　［略］

　　（516）～（607）　［略］
　３～７　［略］

別表第１（第３条関係）
　１　［略］
　２　使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第９号）に
　　基づく使用料又は手数料のうち、次に掲げるもの
　　（１）～（515）　［略］
　　（516）　宅地造成等、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の
　　　許可申請手数料
　　（517）　宅地造成等、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の
　　　変更許可申請手数料
　　（518）　宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査申請手
　　　数料
　　（519）～（610）　［略］
　３～７　［略］

告　　　　　示
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　　　附　則
　この告示は、令和７年４月１日から施行する。

企業局企業管理規程

　企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和７年３月27日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　松　浦　直　康　
宮崎県企業局企業管理規程第２号
　　　企業局企業職員就業規程の一部を改正する企業管理規程
　企業局企業職員就業規程（昭和36年宮崎県企業局企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）
第８条の２　［略］
２　管理者は、３歳に満たない子のある職員が、管理者が定めると
　ころにより、当該子を養育するために請求した場合には、当該請
　求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく
　困難である場合を除き、正規の勤務時間以外の時間における勤務
　（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除
　く。次項において同じ。）をさせてはならない。

３　［略］
４　前３項の規定は、第12条の２第１項に規定する日常生活を営む
　のに支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）
　を介護する職員について準用する。この場合において、第１項中
　「小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治29年法律第89
　号）第 817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間にお
　ける同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請
　求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している
　場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福
　祉法（昭和22年法律第 164号）第27条第１項第３号の規定により
　同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託
　されている児童その他これらに準ずる者として管理者が定める者
　を含む。以下同じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親で
　あるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう
　。以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育
　することができるものとして管理者が定める者に該当する場合に
　おける当該職員を除く。）が、管理者が定めるところにより、当
　該子を養育する」とあり、第２項中「３歳に満たない子のある職
　員が、管理者が定めるところにより、当該子を養育する」とあり
　、及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が
　、管理者が定めるところにより、当該子を養育する」とあるのは
　「要介護者のある職員が、管理者が定めるところにより、当該要
　介護者を介護する」と、第１項中「深夜における」とあるのは「
　深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）における
　」と、第２項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措
　置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な
　運営に支障がある」と読み替えるものとする。
５　前４項に定めるもののほか、勤務の制限に関する手続その他の
　勤務の制限に関し必要な事項は、管理者が定める。
　（介護休暇）
第12条の２　管理者は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻
　関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）

　（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限）
第８条の２　［略］
２　管理者は、小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、
　管理者が定めるところにより、当該子を養育するために請求した
　場合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講
　ずることが著しく困難である場合を除き、正規の勤務時間以外の
　時間における勤務（災害その他避けることのできない事由に基づ
　く臨時の勤務を除く。次項において同じ。）をさせてはならない
　。
３　［略］
４　前３項の規定は、第12条の２第１項に規定する日常生活を営む
　のに支障がある者（以下この項において「要介護者」という。）
　を介護する職員について準用する。この場合において、第１項中
　「小学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治29年法律第89
　号）第 817条の２第１項の規定により職員が当該職員との間にお
　ける同項に規定する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請
　求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している
　場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福
　祉法（昭和22年法律第 164号）第27条第１項第３号の規定により
　同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託
　されている児童その他これらに準ずる者として管理者が定める者
　を含む。以下同じ。）のある職員（職員の配偶者で当該子の親で
　あるものが、深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう
　。以下この項において同じ。）において常態として当該子を養育
　することができるものとして管理者が定める者に該当する場合に
　おける当該職員を除く。）が、管理者が定めるところにより、当
　該子を養育する」とあり、並びに第２項及び前項中「小学校就学
　の始期に達するまでの子のある職員が、管理者が定めるところに
　より、当該子を養育する」とあるのは「要介護者のある職員が、
　管理者が定めるところにより、当該要介護者を介護する」と、第
　１項中「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の
　午前５時までの間をいう。）における」と、第２項中「当該請求
　をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困
　難である」とあるのは「公務の正常な運営に支障がある」と読み
　替えるものとする。

５　前各項に定めるもののほか、勤務の制限に関する手続その他の
　勤務の制限に関し必要な事項は、管理者が定める。
　（介護休暇）
第12条の２　管理者は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻
　関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）
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　、父母、子、祖父母、孫、兄弟姉妹、配偶者の父母又は職員と同
　居している次の各号に掲げる者で、負傷、疾病又は老齢により２
　週間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以
　下「要介護者」という。）の介護をするため、勤務しないことが
　相当であると認められる場合においては、休暇を与えることがで
　きる。
　（１）～（４）　［略］
２～４　［略］
　（介護部分休暇）
第12条の３　［略］

　、父母、子、祖父母、孫、兄弟姉妹、配偶者の父母又は職員と同
　居している次の各号に掲げる者（第12条の４第１項において「配
　偶者等」という。）で、負傷、疾病又は老齢により２週間以上の
　期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介護
　者」という。）の介護をするため、勤務しないことが相当である
　と認められる場合においては、休暇を与えることができる。
　（１）～（４）　［略］
２～４　［略］
　（介護部分休暇）
第12条の３　［略］
　（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確
　認等）
第12条の４　管理者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要と
　する状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕
　事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条に
　おいて「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせ
　るとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条に
　おいて「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認するた
　めの面談その他の措置を講じなければならない。
２　管理者は、職員に対して、当該職員が40歳に達した日の属する
　年度（４月１日から翌年の３月31日までをいう。）において、前
　項に規定する事項を知らせなければならない。
　（勤務環境の整備に関する措置）
第12条の５　管理者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行わ
　れるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。
　（１）　職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施
　（２）　介護両立支援制度等に関する相談体制の整備
　（３）　その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する
　　措置

　　　附　則
　（施行期日）
１　この企業管理規程は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次条の規定は公表の日から施行する。
　（経過措置）
２　この規程の施行の日（以下「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限開始日とする改正後の企業局企業職員就業規程第８条の２
　第２項の規定による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために行うものに限る。）を行おうとする職員は、施
　行日前においても、管理者の定めるところにより、当該請求を行うことができる。
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